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1 はじめに

図１は、企業における新商品開発の全体フローを示し

たものである。まず、企業活動の基本路線を定めた経営

理念を念頭に置きながら、内外環境情報を収集分析して、

新商品開発を行うべきドメイン（事業領域）が決定され、

そのドメインにおいて、当該企業が収益を挙げられるよ

うな事業化対象の商品が決定される。

図 1　新商品開発戦略の立案

事業化のターゲット商品が決定されると、次にこの商

品のスペックの決定から製造条件の決定、生産、販売に

至る一連のプロセスが展開される（図２）。スペックの

決定に当たっては、顧客ニーズおよび競合他社商品の調

査を行い、その上で、顧客のニーズを満たし、競合他社

商品を凌駕しうる価格・機能・品質目標が設定される。

この際、大事なことは顕在化された顧客ニーズだけに着

目するのではなく、潜在的な顧客ニーズを掘り起こすこ

とであろう。それによって初めて、ライバル企業との血

みどろの戦い（レッド・オーシャン）から抜け出し、新

しい市場（ブルー・オーシャン）を創り出すことができる。

図 2　商品のスペック決定から生産・販売まで

スペックの決定から製造条件の決定に至るプロセス

で大事なことは、知的財産活動であり、他者との共同研

究あるいは他者からの技術導入の可能性はないか、目標

とするスペックの商品が他社の知的財産権に抵触しない

か、などの調査が行われると同時に、自社の新しい技術

を保護するための知的財産権群の構築が進められる。

本論では、特許情報をベースとし、潜在的な顧客ニー

ズを取り込んだ、新しい市場を形成するための新商品開
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発の手法について解説を行う。

2 新商品開発手法としてのQFDの
特徴と問題点

2.1　新商品開発手法としての QFD
QFD は、1970 年代に赤尾洋二等によって開発され、

いまや世界中で展開されるようになった新製品開発の手

法である。図３に QFD 手法の概念図を示した。新商品

開発においてはまず、対象商品に対する顧客の要求の調

査と他社競合商品の調査を行い、これらの情報に基づい

て顧客の要求を満たし、かつ他社の商品を凌駕するため

の企画品質を決定する。この企画品質は、顧客の要求を

表現した言葉であるため、これを技術者の用語（品質特

性用語）に変換する。その上で、企画品質を満たす品質

特性のレベル（設計品質）を決定する。

図 3　QFDの概念図

設計品質通りに製品を製造するためには、原材料、部

品、製造装置、製造条件等の生産要素を最適化すること

が必要である。もし、企業内で保有している生産要素で

は設計品質の達成が難しいのであれば、研究開発を行っ

た上で必要な生産要素を整えなければならない。その上

で、目標とする品質を有する商品を生産する。この一連

のプロセスにおいて、顧客の要求品質、品質特性、生産

要素間の相関関係を正確に辿り、企画品質通りの商品を

正しく作り込んでいくための手法が QFD である。

QFD の展開を具体例に基づいてみていくと次の通り

である。ここではスタンド型イメージスキャナの開発に

QFD を活用した事例に基づいて、説明を行っていく1）。

①　要求品質展開表の作成

要求品質展開表を作成するためには商品に対する

ユーザーの要求をインタビュー調査、アンケート調査、

クレーム情報の収集等の手段で収集する。次に、同義語・

類義語を統一した上で、KJ 法でグルーピングし、２段

ないし３段の階層構造（系統図）にまとめあげる。これ

が要求品質展開表である（図４）2）。

図 4　要求品質展開表の作成

②　品質特性展開表の作成

次に、それぞれの要求品質用語をそれに対応する品質

特性用語（要求品質を評価する尺度）に置き換える。技

術者が列挙した品質特性用語をＫＪ法で整理して系統図

にまとめ上げる（図５）3）。

図 5　品質特性展開表

③　企画品質の設定

これらの情報に、要求品質の重要度ランキング及び他

社製品の評価情報を加えることによって、個客の要求を

満たし、他社製品を凌駕しうる企画品質を設定する。図

６4）は要求品質展開表と品質特性展開表を二元表にまと

めた上で、この図の右側に要求品質の重要度、他社製品

の要求充足度（相対評価値）を示したものである。これ

らのデータに基づいて、顧客の要求を満たし、他社を凌

駕しうる品質目標を設定する。これが、図の右欄に表示
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された企画品質である。この企画品質をどのような水準

に設定するかが、この商品が真に顧客に受け入れられ、

収益を生むものとなるか否かを決するポイントである。

図 6　企画品質の設定

④　生産要素展開表の作成

生産要素展開表は、商品の構成、部材、部品、製造工

程、製造・加工条件等、商品の製造に関わる全ての要素

をとりまとめたものである。既存商品の改良・改善の場

合には生産要素に関する情報はすでに社内に存在してお

り、それを体系的に整理することによって生産要素展開

表を作成することができる。図７5）は、生産要素を機構

として整理してまとめたものである。

⑤　品質特性／生産要素二元表

図５の品質特性展開表と図７の生産要素展開表をマト

リクスに組み上げることによって、図８の品質特性／生

産要素二元表を作成することができる。この表において、

◎、〇、△は、過去の実験あるいは生産実績に基づいて

明確化された品質特性と生産要素の対応関係の強さを示

している（図８に示された関係は原報にはないもので、

筆者の創作によるものである）。この関係を考慮すること

によって、企画品質を達成するための生産条件を設定す

ることができる。もちろん、現有の生産要素では、企画

品質を達成することができないことが明らかになった場

合には、新たな生産要素の開発を行うことが必要となる。

2.2　QFD の問題点
このように、QFD は顧客の品質要求に関する情報と、

競合他社の品質水準に関する情報に基づいて、顧客の要

求を満たし、他社に勝てる企画品質を設計し、その企画

品質を満たす商品を生産する統合的なマネジメントシス

図 8　品質特性と生産要素の二元表

図 7　生産要素展開表

一　次 二　次

環境モニタ機構
照度検出機構
読取り条件算出機構
照明状態検出機構

読取り対象セット機構
簡単セット機構
誤セット防止機構

画像処理機構

補正機構
読取りデータ転送機構
認識処理機構
読取りセンサー機構
読取り起動機構
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テムであるということができる。しかしながら、筆者は、

この QFD には二つの大きな問題があると考えている。

その一つは、QFD には、開発・生産された商品が、

他社の知的財産権からフリーであることを保証し、他社

の模倣を排除しうるよう知的財産権を構築するためのス

キームが存在しないことである。

第二の問題点は、QFD には、顧客の潜在的要求を取

り込んだ新商品開発のためのスキームが存在しないこと

である。QFD が扱う情報はあくまでアンケート調査、

クレーム情報等から得られた顧客の顕在的な要求のみで

あり、顧客の潜在的要求、あるいは、現在の顧客が認識

していない要求については商品設計の対象とされていな

い。そのため、QFD のアウトプットはあくまで、現在

の顧客を対象とした現在の市場に対応するものにとどま

る。その意味で QFD は、顕在化した顧客の品質要求と

企業内の経営資源の結合を図ることに主眼を置くもので

あり、既存の市場において、ライバル企業との競合を目

指すレッド・オーシャン型の戦略手法であるということ

ができる。

1970 年代末より、数十年にわたって世界中の企業

で展開されてきた QFD 手法にこうした知的財産権の観

点からのアプローチ及びブルー・オーシャン創造のス

キームを取り入れることができれば、企業の今日的要請

に真に答えることのできる手法が構築できるものと考え

られる。

３ 特許情報の融合

3.1　特許情報解析における情報の処理方法
特許情報を事業戦略、研究開発戦略、知財戦略に効果

的に役立てる方法として、パテントマップ解析が有効で

あることが知られており、現在ではこの解析のためのソ

フトウエアが多数開発され、多くの企業、研究機関で活

用されている。パテントマップ解析とは、出願人、発明者、

技術分類、技術用語等の相互的な関係を表、グラフ、図

に表示し、技術動向、企業動向、市場動向、技術の因果

関係等の解析を行う手法である。特に技術的事項（課題

と解決手段の関係等）に関する解析を行うに当たっては、

それぞれの特許出願に付与されている IPC、FI、F ター

ム等の分類記号が重要な手がかりとなる。しかしながら、

これらの分類記号だけで精緻な技術的解析を行うことは

難しいため、課題、解決手段、用途等に関する用語を用

いた特許情報解析が行われている。

ところが、特許明細書に用いられている用語は出願人

によってまちまちであるため、解析を行うためには予め

同義語・類義語の統一を行っておくことが不可欠である。

このような同義語・類義語の統一をシソーラス化または

データ・コーディングと呼び（本論文では以下、シソー

ラス化という）、シソーラス化された課題用語、解決手

段用語をそれぞれ課題展開表、解決手段展開表と呼んで

いる。

3.2　QFD と特許情報解析の融合方法
これまでの解説から明らかなとおり、QFD における

要求品質展開表（又は、品質特性展開表）は、商品開発

において達成すべき目標（課題）に関する情報であるこ

とから、特許における課題展開表に対応するものと考え

ることができ、一方、QFD における生産要素展開表は、

品質特性という目標（課題）を解決する手段に関する情

報であり、製品を構成する機構、システム、部品、部材、

あるいは製品の製造に使用される原材料、製造条件等を

その内容として含んでいることから、特許における解決

手段展開表に対応するものと考えることができることは

明らかであろう。

この関係を利用すれば、特許情報を QFD に融合し、

QFD において特許情報を高度かつ有効に活用すること

が可能になると期待することができる。

特許情報と QFD を融合する具体的な方法としては下

記のような手順が考えられる。

①　QFD の手順に従って品質特性展開表、生産要素

展開表を作成する。

②　特許から課題及び解決手段に関するキーワードを

抽出して、同義語・類義語の統一を行う。

③　それらの統一語を下記のような方法で品質特性展

開表、生産要素展開表の対応する用語と関連づけて

いく。

・統一語と同じまたは関連する用語が品質特性展開

表、生産要素展開表に存在するかどうかを確認す

る。
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・全く同じ用語が存在すれば、展開表の用語をその

まま用いる。

・展開表の用語が統一後の同義語・類義語の場合に

は、展開表の用語を使用するか、展開表の用語を

統一後に置き換える。

・統一語に対し、上位・下位の関係にある用語が展

開表に存在する場合には、その用語の下位の位置

または上位の位置に統一語を配置する。

この作業によって、特許の統一語が全て、展開表の用

語と関連づけられることになる。

3.3　特許情報解析ソフトを使用した QFD と
　　  特許情報の融合

以上の作業によって、QFD の用語と特許の統一語が

関連づけられるが、実際に特許情報をこれらの統一語に

よって解析するためには、情報処理のためのソフトウエ

アが必要である。市販の特許情報解析ソフトの中には、

シソーラス化の作業をサポートする機能を持つものが存

在する。例えば、（株）レイテックの PAT-LIST がその

一例である。筆者は、「3.1　新商品開発手法としての

QFD」に引用した「スタンド型イメージスキャナ」の

事例にこのソフトを活用することによって、QFD と特

許情報を融合した情報処理が可能であることを確認し

た6）。

図９は、その結果として得られた課題／解決手段マト

リクスであり、表中の数字は、「スタンド型イメージス

キャナ」に関する特許件数を示している。この表は、図

８に示した品質特性と生産要素の二元表に対応したもの

である。これらの二つの表を対照することにより、新商

品開発における知財戦略の展開が可能になる。すなわち、

品質特性／生産要素二元表の各交点にどのような特許が

存在するかを読み取ることができ、それらの特許を精査

することにより、その技術が自社のどのような特許出願

によってサポートされているか、どのような障害他社特

許が存在するかを明らかにすることができるとともに、

特許情報を参考にして、新たな解決手段の創出を行うこ

とでき、併せてパテントポートフォリオの構築へと結び

付けていくことが可能となるであろう。

4 QFDへの戦略キャンバスの導入

4.1　レッド・オーシャン戦略とブルー・オー
　　  シャン戦略

競争戦略論としては、M. E. ポーターを嚆矢とする

レッド・オーシャン戦略7）の他に、昨今、Ｗ・チャン・

キム等8）が提唱するブルー・オーシャン戦略がある。M. 

E. ポーターによれば、業界構造を決定する五つの要素

（ファイブ・フォース）に対抗して競争優位を得るため

の戦略は図 10 に示したように、業界全体を事業の対

図 9　QFDをベースとした課題／解決手段マトリクス
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象とした時には、差別化戦略かコストリーダーシップ戦

略のいずれかしかありえず、両者を両立する戦略はあり

えない（すなわち、トレードオフの関係にある）。一方、

市場の特定のセグメントに集中した場合には、差別化戦

略、コストリーダーシップ戦略の他、この二つを両立さ

せる戦略が取りうる。言い換えれば、特定の狭い領域を

目指す場合にしか、差別化戦略とコストリーダーシップ

戦略の両立はあり得ないとしている。

図 10　ポーターの三つの戦略

それに対し、Ｗ・チャン・キム等は、潜在的な顧客の

要求を掘り起こすことによって、差別化とコストを両立

しうる新たな市場（ブルー・オーシャン）を切り拓くこ

とができるとしている。彼らがブルー・オーシャン戦略

のためのツールとして紹介しているものの一つに、戦略

キャンバスがある。図１１に示す通り、戦略キャンバス

は、横軸に顧客が商品を購入するか否かを決定する場合

の主要な要因を並べ、縦軸には、各要因についての競争

業者間の相対的な評価値をプロットする。たとえば、図

129）は、家庭用ゲーム機について戦略キャンバスを作

成したものである。この図においては、横軸に、「価格」、

「リアルでスムーズなグラフィックス」、「コンテンツの

複雑さ・クリアの難しさ」……等々の競争要因が記載さ

れているが、これらは全て、顧客の顕在的要求であり、

競争業者が等しく認知していた競争要因である。この図

には、初期の家庭用ゲーム機と 2006 年頃の家庭用ゲー

ム機の価値曲線が示されているが、この両者は、いずれ

も顕在的要求の領域で、競争を繰り広げているものとと

らえることができる。すなわち、レッド・オーシャンに

おける競争関係である。

これに対し、図 1310）には、PS3 と Wii がプロット

されているが、この横軸に記載されている、「マニュア

ルのいらないシンプルさ」、「家族みんなで手軽に」、「体

全体を動かす楽しさ」、という要因は、従来の顧客及び

競争業者が認知していなかった要因である。これらの要

因をあらたに取り込むことによって、Wii は、新しいゲー

ム機の市場を切り拓き、爆発的な人気を博したのである。

図 12　家庭用ゲーム機のおける競争（2006 年代）

図 11　戦略キャンバス 図 13　家庭用ゲーム機のおける競争（Wii の登場）
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一方、PS3 はあくまで顕在化した競争要因において優

れた特性を満足し、広い顧客の支持を獲得した。PS3

の場合は高度な差別化を実現したが、そのために高い価

格設定とせざるを得なかった。すなわち、PS3 の場合、

差別化とコストはトレードオフの関係にあったわけであ

る。一方、Wii の場合には、従来のゲーム機に対して大

きな差別化を達成しているが、価格は上がっていない。

しかも決して、特定セグメントやニッチへの適合を目指

したわけではなく、業界全体を視野に入れた商品である。

それではなぜ、トレードオフが達成できたかと言えば、

顧客が重視していた顕在的要求の一部を大幅に削ること

によってコストダウンを実現できたからである。

Ｗ・チャン・キム等は、このように新しい価値曲線を

作り上げる具体的な手法として「四つのアクション」を

提示している（図 14）。ポイントは、顧客が商品を使

用する実態をつぶさに観察して、これまで取り上げてき

た要素の内、実際には取り除いてしまっても差し支えな

い要素あるいは思い切って減らせる要素、一方思い切っ

て増やすことにより、顧客を大きく誘引できる要素を探

し出すとともに、顧客が潜在的に欲しており、それを付

け加えることによって顧客を大きく誘引できる要素を探

し出すところにある。「取り除く」、「減らす」、という作

業を行うことによってコストダウンを可能とし、そこで

浮いた経営資源を「増やす」、「付け加える」に回し、例

えば Wii の場合に明らかなように、トータルとして差別

化を果たしながら、コストダウンを達成することが可能

となる。どのような商品を目指して、四つのアクション

を実施するか、が商品設計上の要点であるが、Ｗ・チャ

ン・キム等はその点についても前掲の書籍の中で具体的

で緻密な方法論を提示しているので参照して頂きたい。

図 14　四つのアクション

4.2　QFD への戦略キャンバスの導入
図６で QFD における企画品質の決定法を示したが、

この図における要求品質、他社比較、企画品質の関係を

グラフに示すと、図 15 のように表すことができる。こ

の図 15 と図 11 を対比すると明らかなように、図 15

は戦略キャンバスと同じものであると考えることができ

る。しかも「4.1　レッド・オーシャン戦略とブルー・オー

シャン戦略」の議論で明らかなように、この図 15 はレッ

ド・オーシャン戦略における戦略キャンバスを示したも

のということができる。

図 15　企画品質のグラフ化

以上の考察から、QFD をレッド・オーシャン戦略の

ツールからブルー・オーシャン戦略のツールへと進化さ

せる方法は、極めて明確であり、それは、企画品質を設

定する段階で、顧客の顕在化した品質要求だけでなく、

潜在的要求をブルー・オーシャン戦略の手法を活用する

ことによって取り入れることである。これを模式的に示

したものが、図 16 である。まず、企画品質をそのまま

グラフ化すれば、レッド・オーシャン戦略の位置づけで

図 16　QFDのブルー・オーシャン戦略への展開
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あることが明確になる。この戦略キャンバスに対して、

ブルー・オーシャン戦略の手法である「四つのアクショ

ン」を適用することによって、新しい戦略キャンバスを

作成し、これを QFD の企画品質として新たに設定する。

新たな企画品質は、新たな品質特性を必要とするため、

これを付加し、さらにこの品質特性を達成するための生

産要素を付加する（開発する）。

次に、この過程で付加された新たな品質特性および生

産要素に関しては、「3.2　QFD と特許情報解析の融合

方法」で解説した手続きによって、特許情報との融合を

行うことができる。この結果を示したものが図 17 であ

る。

図 17　拡大されたQFDの二元表

5 まとめ

図 18 に、特許情報と QFD、戦略キャンバスを融合

した戦略システムの全体像を示す。このシステムでは、

開発テーマの決定を受けて、顧客の品質要求の収集、競

争業者の情報収集、関連特許情報の収集が行われ、これ

らの情報に基づいて、QFD の展開と特許情報の解析が

行われるが、これらの情報は、相互に結合しない、ある

いは、戦略キャンバスを介して影響を及ぼしあい、最終

的に自社製品のスペックの決定に至る。スペック通りの

製品の生産に新たな技術が必要であれば、特許情報を参

考にしながら、技術開発を行い、一方で、パテント・ポー

トフォリオの構築を進める。そしてこれらの活動の成果

として、自社製品の生産・販売に至る。このシステムに

よって、「1．はじめに」で述べたように、特許情報をベー

スとし、潜在的な顧客ニーズを取り込んだ、新しい市場

を形成するための新商品開発の展開を進めることができ

ると考えられる。
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